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Ⅰ. 高圧ガス保安法政省令の改正とフロン類の充塡 
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〔従来〕：回収機を使用しないでの「充塡」   
高圧ガス製造届 
（20日前に届出？） 

〔改正〕：冷媒を充塡するための設備を使用しての「充塡」   

●ガス容積： 0.15㎥以下 （0℃、1気圧） 

  ・ゲージマニホールド 

  ・減圧弁 ・バルブ ・ホース等 

●冷媒 
  ・二酸化炭素 
  ・フルオロカーボン（不活性に限る） 

適用除外 
（高圧ガス製造届不要） 

ただし、高圧ガス販売届は必要 

１．適用除外範囲の拡大① 



5 

 ガスの容積が0.15㎥（150ℓ）（標準状態：0℃、1気圧）の冷媒量と体積 

 充塡するための設備（ゲージマニホールドや銅パイプ等）の許容体積は、
充塡容器から冷凍空調設備のチャージ口までの体積で規制される。 
  

＊ 1/4の銅パイプの外形6.35mm、肉厚0.8mm、内容積0.0177[ℓ/m]として計算 

＊ 市販のゲージマニホールドで太さ1/4インチ、約1mのチャージングホース3本のもので 

  約0.06ℓであり、高圧ガス保安法の適用除外となる。 

 R22 R134a R407C R404A R410A R32 

 分子量[ｇ/mol] 86.5 102 86.2 97.6 72.6 52 

 標準状態で150ℓになる冷媒量[㎏] 0.5792  0.6830  0.5772  0.6536  0.4862  0.3482  

 0℃の液比容積[ℓ/㎏] 0.7804  0.7731  0.8100  0.8700  0.8500  0.9476  

 0℃の液冷媒の許容容積[ℓ] 0.4520  0.5281  0.4676  0.5686  0.4132  0.3300  

 1/4の銅パイプの許容長さ[m] 25.52  29.81  26.40  32.10  23.33  18.63  

１．適用除外範囲の拡大② 

 3/8の銅パイプの許容長さ[m] 9.18  10.72  9.50  11.55  8.39  6.70  
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●微燃性冷媒 
  ・ R32 

  ・ R1234ｙｆ 
  ・ R1234ze 

不活性ガス 

特定不活性ガス 

※「特定不活性ガス」・・・ 
       新たなカテゴリー  

●製造設備（第一種・第二種）の技術上の基準（その他製造設備も①②を準用） 

 ①漏えいしたガスの滞留を防止する措置 

 ②ガス漏えい検知警報設備 

 ③指定設備設置室内の機械通風装置が停止した際、連動して停止する機能  

  の追加 

 ④その他製造設備（5㌧以上20㌧未満）冷媒ガスが漏えいしたとき燃焼を防 

  止するための措置 
  

第一種ガス 

法定能力： 50㌧以上・・・・・・・・・・・・・許可（第一種） 

        20㌧以上～50㌧未満・・・届出（第二種） 

          5㌧以上～20㌧未満・・・その他製造 

          5㌧未満・・・・・・・・・・・・・法の適用除外 

  

新冷媒の普及に向けた規制緩和 

２．特定不活性ガスの扱い ①定置式製造設備 
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① 定置式製造設備に係る技術上の基準 

1．施設には、漏えいしたガスの滞留を防止するための措置を講ずる。 

2．ガス漏えい検知警報設備とその設置場所について（冷凍則例示基準13） 

 あらかじめ設定した濃度において自動的に警報すること 

 警報設定値は、設定場所の周囲温度において、爆発限界の1/4以下の値であること 

 警報精度は、警報設定値に対し±25％以下であること 

 警報装置の発信の遅れは、警報設定値の1.6倍の濃度において、30秒以内であること 

 電源電圧が±10％あった場合においても、警報精度が低下しないこと 

 指示計の目盛は、0～爆発下限界値をそれぞれの目盛の範囲に明確に指示するものであること。
また、警報設定値及び漏えいしたガスの検知濃度を外部に電気信号等で出力できるものであれ
ば、指示計の設置を省略できる 

 警報を発した後は、原則として雰囲気中のガス濃度が変化しても、警報を発し続けるものとし、
確認又は対策を講ずることにより停止するものであること 

 検知警報装置の保守管理にあたっては、取扱説明書又は仕様書に記載された点検事項に基づき、
定期的に点検整備すること。点検結果は、3年以上保存すること 

 検知警報装置は、1月に1回以上その警報に係る回路検査により警報を発すること及び1年に1回
以上その検知及び警報に係る検査を行い正常に作動することを確認すること。 

3．指定設備を設置する室内の機械通風装置が停止した際に連動して停止する機
能を追加する。 

4．その他製造設備（5トン以上20トン未満）にあっては、冷媒ガスが漏えいし
たとき燃焼を防止するための適切な措置を講じること。（冷凍則第15条） 

次の性能を有するものとする。 

２．特定不活性ガスの扱い ① 定置式製造設備 
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② 特定不活性ガスの回収装置に係る要件 

1．静電気を除去するための措置を講ずること。 

2．底部を除き装置全体をカバー等で囲まれた構造とし、外力による損傷を防止する
とともに、内部を十分換気できる構造であること。（カバー表面積の2%以上4％
未満の開口部を側面2方向に設けること。） 

3．運転中に凝縮器等の冷却ファンが常時作動する構造であること。 

4．電気設備が着火源とならないようカバー等で囲まれた構造であること。 

5．見易い箇所に明瞭かつ容易に消えない方法により「特定不活性ガス高圧ガス取

扱装置」との警戒標及び次の事項が表示されたものであること。接合部又は着
脱容器の内容積が45ℓ以下の場合は検知器の設置はこの限りでない。 

 変形、漏えい、腐食の有無の日常点検をすること 

 温度が40℃以上になる所で使用したり、置いたりしないこと。また、40℃以上に暖めないこと 

 風通しのよい所で使用し、使用しないときは風通しのよい所に置くこと 

 火気の近くで使用しないこと 

 発火性の物又は引火性の物を堆積した場所の付近で使用しないこと 

 適切な消火設備を適切な箇所に設けること 

 使用するときは、ガス漏えい検知警報設備を適切な箇所に設けること 

 使用していないときは、接合容器又は着脱容器のバルブを確実に閉じること 

 雨等でぬらさないこと 

 粗暴な取扱いをしないこと 

 その他の取扱注意 

２．特定不活性ガスの扱い ② 回収装置 
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２．特定不活性ガスの扱い ③ 移動 

特定不活性ガスの高圧ガスを移動するときは、ガスの名称、性状、及び
移動中の災害防止のために必要な注意事項を記載した書面（イエローカー
ド等）を運転者に交付し、移動中携帯させる。また、消火設備並びに災害
防止のための応急措置に必要な資材及び工具を携帯する。ただし、容器の
内容積が25ℓ以下であり積載容器の内容積の合計が50ℓ以下である場合は、
この限りでない。 
（一般則第49条第1項第14号,21号、第50条第1項第8号,13号） 
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① 指定設備 
 特定不活性ガスは、不活性ガスの区分であるため、指定設備の対
象となる。 
 

② 回収装置の基準整備 
 構造上の規制（静電気除去、換気機能、冷却ファン常時稼働、警戒標

及び表示等） 
 使用上の注意 

 日常点検、40℃以上で使用しない。 

 風通しのよい場所で使用。 

 火気近くでは使用しない。 

 消火設備の用意。 

 ガス漏えい検知警報設備の設置。着脱容器45ℓ以下の場合は除く 

 雨等で濡らさない等。 

２．特定不活性ガスの扱い ④ その他の見直し 
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日冷工では、微燃性冷媒関連の安全性ガイドライン等を作成した。 

 
① 冷凍保安規則改正に対応するガイドライン（JRA GL-20） 

② 微燃性冷媒を使用した冷凍空調機器に関する漏えい検知器の規格 

（JRA 4068） 

③ 微燃性冷媒を使用した業務用冷凍空調機器の 

安全ガイドライン（JRA GL-16）、規格（JRA 4070） 

④ 微燃性冷媒を使用した設備用冷凍空調機器の 

安全ガイドライン（JRA GL-19）、規格（JRA 4073） 

⑤ 微燃性冷媒を使用したチラーの安全ガイドライン（JRA GL-15） 

⑥ 微燃性冷媒を使用した低温機器の 

安全ガイドライン（JRA GL-18）、規格（JRA 4072） 

２．特定不活性ガスの扱い ⑤ 日冷工ガイドライン等 
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 現行の冷凍則において、可燃性ガス及び不活性ガスについて、それぞれガス名
を掲名して定義している。このため、新冷媒が開発されるごとに冷凍保安規則の
改正を行った。 

 ガス名を掲名せずに新冷媒の位置づけを判断できるように判定基準を加えた。 

3．新冷媒の普及に向けた規制の合理化 

可燃性ガス 

イ．爆発限界の下限が10％以下のもの 

ロ．爆発限界の上限と下限の差が20％以上のもの 

不活性ガス 

 フルオロカーボンの個別のガス名を掲名せずに不活性ガスを定
義するため、不活性ガスの定義を追加 

イ．フルオロカーボンのうち、可燃性ガスでないもの 

毒性ガス 

 毒性ガスについて個別に掲名することを省略するため、一般則
と同様に、以下のとおり、毒物及び劇物取締法を毒性ガスの定義
に引用する。 

イ．毒物及び劇物取締法第2条第1項に規程する得物 
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4. フロン類充填ガイドライン（JRC GL-02） 

 日設連では高圧ガス保安法政省令の改正を受けて，冷凍空調設備へ高
圧フロン類を充塡する場合，自主保安体制確立の立場から，より実効性
のある“充塡ガイドライン”を作成した。 

適用範囲 
 この充塡ガイドラインは，業務用冷凍空調設備へ
高圧フロン類を充塡するにあたり，以下の要求事項
を定めたものです。 
 

① 充塡業務に関わる事業者 
② 充塡作業を行う技術者 
③ 充塡を行う冷凍空調設備の漏えい点検 
④ 充塡作業に使用する充塡設備 
⑤ 充塡作業手順 
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 4. ① 充塡業務に関わる事業者 

 高圧ガス販売事業の届出 
• 修理やサービスのため、機器に冷媒を充塡して代金を得る場合 
• 法定冷凍能力20トン以上（フロン類及びアンモニアは50トン以上）の
機器で、高圧ガスが充塡されている機器を販売する場合 

• 容器に充塡されている高圧ガスを、容器により販売する場合 
• 高圧ガスの現品を扱わず、帳簿販売する場合 

 第二種高圧ガス製造事業の届出 
• ガス容積が0.15㎥（0℃、1気圧）以上充塡設備を使用して充塡をする場合 
• 機器に充塡する冷媒が不活性なフロン類又は二酸化炭素以外の場合 
• 高圧ガスを容器から容器へ移充填する場合 
• 簡易再生装置を使って回収したフロン類を浄化（再生）する場合 
• 回収作業において、回収装置の専用回収容器以外の容器に回収する場合 

容器間の移充塡 簡易蒸留再生 
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 貯蔵施設の要求事項 
 冷凍空調設備業者の事業所は、フロン類の貯蔵量は、1.5㎏を超え3トン未満
であるので、届出の必要はないが、以下に示す貯蔵の方法の技術上の基準を遵
守しなければなりません。 
• 充塡容器等は，充塡容器及び残ガス容器（充塡可能量の1／2以下）にそれ

ぞれ区分して容器置き場に置くこと。 
• 容器置き場には，計量器等作業に必要な物以外の物を置かないこと。 
• 充塡容器等は，常に温度40℃以下に保つこと。 
• 充塡容器等には転落，転倒，による衝撃及びバルブの損傷を防止する措置

を講じ，かつ，粗暴な取扱をしないこと。 
• 特定不活性ガスの容器置き場には，その規模に応じ，適切な消火設備を適

切な箇所に設けること。 

 4. ① 充塡業務に関わる事業者 

 第一種フロン類充塡回収業者の登録 
• 冷凍空調設備の設置時、整備時又は廃棄時にフロン類を充塡・回収を

行う場合 
• 充塡・回収を行おうとする区域を管轄する都道府県ごとに登録 
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 高圧フロン類の移動の要求事項 
 高圧フロン類を車輛等で移動する場合、次のような省令で定める保安上必要
な措置を講じなければなりません。ただし、容器の内容積が25ℓ以下であり内
容積の合計が50ℓ以下の場合は、a.、f.、g.は、この限りでない。 
a. 警戒標の掲載 
b. 転倒、転落等による衝撃及びバルブの損傷を防止する措置 
c. 温度を40℃以下に保つ 
d. 充塡容器と危険物との混載をしない 
e. 荷崩れ、転落等を防止するため、ロープ等により確実に緊縛 
f. 駐車は、積み下ろしを除き、学校・病院等の周辺を避ける 
g. 特定不活性ガスを移動するときは、ガスの名称、性状及び移動中の災害防

止のための注意事項を記載した書面（イエローカード）の交付と携帯義務
また、消化器等災害防止のための資材及び工具等を携帯する。 

 4. ① 充塡業務に関わる事業者 
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 4. ② 充塡作業を行う技術者 

充塡作業を実施する作業者は，“業務用冷凍空調機器冷媒フロン類取扱技
術者制度規程”に定める冷媒フロン類取扱技術者の資格を有し，かつ，充
塡作業を自ら行い又は立ち会うこと。 

なお，第二種冷媒フロン類取扱技術者の資格の場合の適用範囲は，圧縮機
定格出力が空調設備では25kW未満，冷凍冷蔵設備では15kW未満とする。 

第一種冷媒フロン類取扱技術者認定講習会 

 2017年9月29日現在    累計 24,452名 
 

 既に冷凍空調技術資格及び経験を有している
技術者向けに、環境問題、フロン排出抑制法、
安全衛生、漏えい点検方法等を講義している。 

第二種冷媒フロン類取扱技術者認定講習会 

2017年9月29日現在    累計 37,855名 

 

 冷凍空調技術の経験のみを有している技術者
向けに、環境問題、フロン排出抑制法、高圧ガ
ス保安法、安全衛生、漏えい点検方法に加え、
冷凍空調技術の基礎を講義している。 



直接法 

発泡液法 漏えい検知機を用いた方式 蛍光剤法 

ピンポイントの漏えい
検知に適している。漏
えい可能性のある箇
所に発泡液を塗布し、
吹き出すフロンを検知。 

配管内に蛍光剤を注入
し、漏えい箇所から漏れ
出た蛍光剤を紫外線等
のランプを用いて漏えい
箇所を特定。 
※蛍光剤の成分によっては機器
に不具合を生ずるおそれがあ
ることから、機器メーカーの了
承を得た上で実施することが
必要 

電子式の検知機を用い
て、配管等から漏れるフ
ロンを検知する方法。検
知機の精度によるが、他
の２方法に比べて微量の
漏えいでも検知が可能。 
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間接法 

 下記チェックシートなどを用いて、稼働中の
機器の運転値が日常値とずれていないか確認
し、漏れの有無を診断。 システム漏えい点検は、直接法や間接法の点検に先立っ

て行う目視、聴覚による冷媒系統全体の外観点検 

システム漏えい点検
（目視点検） 

 4. ③ 充塡を行う冷凍空調設備の漏えい点検 

充塡作業を行う前に、JRC GL-01の定期点検の手順に従って、点検、試験を行う。 

加圧漏えい試験、真空試験 
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 4. ④ 充塡作業に使用する充塡設備 充塡設備の基準 

充塡設備の基準 

• ガス量、ガス種、使用条件、設備の構造から災
害のおそれがない高圧ガスを保安法の適用除外
とする。 

• ガスの容積が標準状態（0℃、1気圧）で0.15㎥
以下であること。 

• 冷凍空調設備へ高圧フロン類を充塡する設備で
あって、CO2、不活性なフルオロカーボン（特
定不活性ガスを含む）であること。 

• 冷凍設備へ高圧フロン類を充塡するための設備とは、ゲージマニホールド、減
圧弁、バルブ、ホース等の設備をいう。 

• 高圧ガスを充塡するための設備は、冷媒容器出口から冷凍空調設備のチャージ
口までをいい、その許容体積は、高圧ガスを充塡するための設備に液冷媒が満
充塡されたものを標準状態に換算して決まります。 
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 推奨ゲージマニホールドの管理基準 
• 充塡設備の基準を満足するゲージマニホールドであること。 

• JIS B 8629（フルオロカーボン回収装置）に規定するものであること。（メーカ基準） 

• 推奨ゲージマニホールドの管理基準を満足すること。（日常点検を実施） 

ゲージの0点チェック、0点調整、真空度チェック、正圧チェック、Oリング、チャージ
ングホース等の点検 

 4. ④ 充塡作業に使用する充塡設備 ゲージマニホールドの管理 
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 真空ポンプの管理基準 
• 大気圧表示の点検 
• 真空ポンプの到達真空度の点検 
• 真空ポンプのオイルの管理及びオイルの品質 

 4. ④ 充塡作業に使用する充塡設備 真空ポンプの管理基準 

真空ポンプの大気圧表示 真空ポンプの到達真空度 

ドレンプラグを開け排油 

吸気口バルブを開く 

完全にオイルを排出 

オイルを規定量注入 

ポンプを数分間運転 

所定真空度になるまで 
排油交換を繰り返す 

所定真空度まで 
達するか確認 

パワーフラッシング方法 
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 4. ④ 充塡作業に使用する充塡設備 

 デジタルスケールの管理基準 

• 0点付近再現性の点検 

• 秤量点付近再現性の点検 

0点付近再現性点検 

秤量付近再現性点検 
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 4. ⑤ 充塡作業手順 

 充塡作業は，JRC GL-02附属書A.2“第一種フロン類充填回収業者の登録”を受けてい
る事業者がJRC GL-01附属書G“冷媒充塡の作業手順”に従って行うこと。 

1.充塡作業前の漏えい点検 
設置又は修理後には，JRC GL-01附属書C“加圧漏えい試験・真空検査（真空乾

燥）”による漏えい検査を実施し，漏えいがないことを確認してから，高圧フロン類
を充塡すること。 

2.充塡作業の手順 
a)充塡作業は対象設備の製造者（メーカ）が定める手順又はJRC GL-01附属書G“冷媒

充塡の作業手順”に従って冷媒フロン類取扱技術者の資格を保有する者が自ら行い
又は作業に立ち会うこと。 

b)充塡作業に使用する充塡設備は，JRC-GL-02附属書C“推奨ゲージマニホールドの管
理基準”を満足するものを使用すること。 

c)充塡作業に使用する充塡設備等は，事前に異常がないことを確認する。 
d)高圧フロン類充塡量は，漏えい点検記録簿等により冷媒の種類，適正充塡量等確認

し，充塡する。特に過充塡にならないことを確認する。 
e)充塡作業終了後，冷凍空調設備のポート部など全てにキャップを取り付ける。 
f)運転再開後，漏れがないことを確認する。 
g)整備時の回収量及び充塡量等の記録事項を管理者に報告し，管理者が保管する漏え

い点検・整備記録簿に記録させる。 
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1. パリ協定（COP21） 

2. モントリオール議定書 

3. 冷媒R22の動向 

Ⅱ.今後の冷媒の動向 
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7．パリ協定（COP21） 

（単位：万t-CO2） 

  2013年度実績 
2030年度の 
排出量の目標 

  

全体 140,800 104,200 ▴26% 

  エネルギー起源CO2 123,500 92,700 ▴25% 

  非エネルギー起源CO2 7,590 7,080 ▴6.7% 

  メタン（CH4） 3,600 3,160 ▴12.3% 

  一酸化二窒素（N2O） 2,250 2,110 ▴6.1% 

  代替フロン等４ガス 3,860 2,890 ▴25.1% 

    HFCS 3,180 2,160 ▴32% 

    PFCS 330 420   

    SF6 220 270   

    NF3 140 50   

温室効果ガス吸収源       

  森林吸収源   ▴2780   

  
農地土壌炭素吸収減対策及び都市
緑化等 

  ▴910   

パリ協定を受けて、日本の温室効果ガス別の目標値を下記のように定めた。 
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具体的な対策 2030年削減見込量 

①ガス・製品製造分野におけるノンフロン・低GWP化の推進 1,120 

②業務用冷凍空調機器の使用時におけるフロン類の漏えい防止 2,010 

③業務用冷凍空調機器からの廃棄時等のフロン類の回収の促進 1,570 

④産業界の自主的な取組の推進 （122） 

計 4,700 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2013年 2030年 

6,860 

2,160 

3,180 ▴32% 

▴4,700 
約7割削減 

BAU 

（単位：万t-CO2） 

（単位：万t-CO2） 

7．パリ協定（日本の温室効果ガスの排出量目標②） 
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8．モントリオール議定書 ① 
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8．モントリオール議定書 ① ギガリ改正 
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9. 今後の冷媒の動向（指定製品について） 

指定製品の区分 
現在使用されている 

主な冷媒及びGWP 

環境影響度の目
標値（GWP) 

目標年度 

店舗・オフィス用エアコンディショナー 
（床置型等を除く） 

R410A(2090) R32（675） 750 2020 

コンデンシングユニット及び 

定置式冷凍冷蔵ユニット 
（圧縮機の定格出力が1.5kW以下のもの等を除く） 

R404A(3920) R410A(2090) 

R407C(1774) CO2(1) 
1500 2025 

※ 目標値及び目標年度については、前倒しや更なる規制強化の可能性があります。 

指定製品の区分 今後使われる冷媒 

店舗・オフィス用エアコンディショナー 
（床置型等を除く） 

R32（675）、R1123(1)、R1233ze(1)、R1234yf（<１）、R1234ze(4) 、
R134a(1430)、R32、R125(3500)等の混合冷媒 

コンデンシングユニット及び 

定置式冷凍冷蔵ユニット 
（圧縮機の定格出力が1.5kW以下のもの等を除く） 

CO2(1)、NH3（<１） 
R1234yf、R1234ze、R1123、R134a、R32、R125(3500)等の混合冷媒 

指定製品の環境影響度の目標値と目標年度（フロン排出抑制法） 

指定製品で今後使われる冷媒 

※ 各社からいろいろな新冷媒が開発されている。微燃性のものもあり、安全対策を検討している。 



30 

1. 冷媒R22の新規生産量 
冷媒R22は、現在補充用冷媒としてモントリオール議定書により供給されており、そ
の推移は水色の棒グラフで示すように、年々減少し、2020年には、冷媒としての生産
量はゼロとなる。 

2. R22の破壊量 
2015年度、破壊業者が引き取ったフロン類は、約4,860トンで、破壊量は約4,820トン
であった。冷媒R22は、約2,450トン破壊された。 

2016年度、破壊業者が引き取ったフロン類は、約4,770トンで、破壊量は約4,780トン
であった。冷媒R22は、約2,330トン破壊され、減少傾向にある。 

3. R22の再生量 
2015年度、再生業者が引き取ったフロン類は、約1,040トンで、再生量は約965トンで
あった。冷媒R22は、約680トン再生された。 

2016年度、再生業者が引き取ったフロン類は、約1,350トンで、再生量は約1,250トン
であった。冷媒R22は、約822トン再生された。増加傾向にある。 

4. R22の需要予測（補充用） 
2013年度のR22の需要は約5,000トン、2014年度のR22の需要は約4,500トン、2015年度
のR22の需要は約4,000トン、2016年度のR22の需要は約3,600トンと言われており、減少
傾向にある。 

2025年度の需要予測は約1,600トン程度と推定する。（某企業の推定） 

5. 2020年度以降のR22の供給について 
フロン排出抑制法第50条のただし書きによる再生量（自ら回収し自ら充塡するも

の。）と各所に備蓄されているものは、把握できておりませんが、相当量あると思い
ます。 

9. 今後の冷媒の動向（冷媒R22について） 
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再生量には、50条ただし書き分は含まない。 

2016年までは、実績値、2017年以降は推定値です。 

トン 

（補充用） 

 2020年度以降、補充用のR22の製造が中止になっても下表のように、破壊し
ているR22が十分あることと備蓄量を考慮すると、補充用のR22を再生量でま
かなうことは可能と考えられます。 

9. 今後の冷媒の動向（冷媒R22の動向）参考 
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ご清聴ありがとうございました 

関係先・資料等 
 

◯経済産業省オゾン層保護等推進室 

 http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/ozone/index.html  

◯環境省フロン等対策推進室 

 http://www.env.go.jp/earth/ozone/cfc/law/kaisei_h27/index.html 

◯東京都冷凍空調設備協会 

    http://toreikyo.or.jp/    

◯一般社団法人 日本冷凍空調設備工業連合会 

 http://www.jarac.or.jp  

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/ozone/index.html
http://www.env.go.jp/earth/ozone/cfc/law/kaisei_h27/index.html
http://www.env.go.jp/earth/ozone/cfc/law/kaisei_h27/index.html
http://toreikyo.or.jp/
http://toreikyo.or.jp/
http://www.jarac.or.jp/

